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一、消費寄託契約の要物性について緩和するか、諾成的消費寄託契約を認めるかどうかについての考え方の違いを反映している。

二、

小問１について
（１）（準）委任
（1）まず、(準)委任という法律構成が考えられる。
委任**とは、「一方（委任者）が法律行為またはそれ以外の事務*の処理を委託し、他方（受任者）がこれを承諾することによって成立する契約をいう（643条、656条）」（大村Ⅱ130頁）。（なお、民法上は無償が原則であり、諾成・片務契約となる。）
* 電話代、水道光熱費、食費、消耗品費等の支払は「弁済」にあたる。この「弁済」は、判例上、非法律行為とされている（大判大正9年6月２日民録26輯839頁）。
** 「…（643条）では『法律行為をすること』とあるが、『法律行為でない事務の委託』にも委任の規定が準用される（656条）。これを『準委任』というが、委任と準委任を区別しないのが実情であり、端的に、委任の目的は『何らかの法律行為や事務の委任』にあるといってよい」（池田・スタートライン117頁）。

（2） 受任者の義務としては、①善管注意義務（644条）、②自己執行義務（自身服務の原則）、③報告義務（645条）、受領物引渡義務（646条）、金銭消費の責任（647条）がある。
　また、委任者の義務としては、①報酬支払義務（648条）、②費用前払義務（649条）、③費用償還義務等（650条***）がある。

***（受任者による費用等の償還請求等）
第六百五十条　受任者は、委任事務を処理するのに必要と認められる費用を支出したときは、委任者に対し、その費用及び支出の日以後におけるその利息の償還を請求することができる。
２　受任者は、委任事務を処理するのに必要と認められる債務を負担したときは、委任者に対し、自己に代わってその弁済をすることを請求することができる。この場合において、その債務が弁済期にないときは、委任者に対し、相当の担保を供させることができる。
３　受任者は、委任事務を処理するため自己に過失なく損害を受けたときは、委任者に対し、その賠償を請求することができる。
（3）（準）委任と法律構成すれば、650条1項にもとづいて、相手方に対して立替払い債権および「支出の日以降におけるその利息」の請求を行うことができる。
（２）準消費貸借
（1）つぎに、準消費貸借*という法律構成も考えられる。
準消費貸借とは、消費貸借によらないで金銭その他の物を給付する義務を負う場合、その物を消費貸借の目的にする合意をいう（588条）。（通常の消費貸借と異なり、「他の債務を前提としているため、新たに目的物を交付する必要はなく、要物性は緩和されている」（SシリーズⅣ115頁[浦川]）。）
* 確かに、弁済後、ひとつひとつの債務ごとに月末期限で金銭を貸し付けたものとして、代金を支払ってもらうとする法律構成も可能である。これは、消費貸借にほかならない。　　　　

しかし、「それぞれの債務の発生時期…などがばらばらの場合、ひとつにまとめた方が扱いやすい」（内田Ⅱ242頁）。そのため、「これまでも存在していた債務につき…お金を貸したことに改めることは、ときどき行われる（たとえば、弁済期に異なる代金債務を一つの金銭債務にまとめる、など）。このような契約を『準消費貸借』と呼んでいる（588条）」（大村Ⅱ121頁）。なお、「金銭が貸与されたときに準消費貸借は当然に効力を生ずる（最判昭和40年10月7日民集19巻7号1723頁）」（北川Ⅳ49頁）。

（2）貸主の担保責任につき、590条参照。
　また、借主の義務としては、①返還義務（587条**）、②利息支払義務（利息支払の特約があるとき）がある。

**（消費貸借）
第五百八十七条　消費貸借は、当事者の一方が種類、品質及び数量の同じ物をもって返還をすることを約して相手方から金銭その他の物を受け取ることによって、その効力を生ずる。
（3）準消費貸借と法律構成すれば、587条にもとづいて、相手方に対して立替払い債権の請求を行うことができる。なお、問題文からは利息支払特約の存在を読み取れないので、利息債権は発生しない。
小問２について

　共同事業の形態には様々のものがあるが、ここでは組合契約の検討に留めておく。
○ 組合
（1）組合とは、「各当事者（2人以上）が出資して共同事業を営むことを約束することによって成立する契約をいう（667条）」（大村Ⅱ152頁）。（なお、諾成・不要式の契約であって、争いはあるが、双務契約というより合同行為と解されている。）
本問は、甲はエステティシャン、乙はネイリストで、このアパートにおいて共同でエステサロンを経営している場合であるから、組合契約が成立する。
* 組合の業務執行については過半数でこれを決することになる（670条1項）。しかし、予め業務執行組合員を決めておくこともできる（670条2項）。本問では「家賃は甲が大家に振り込み、水道光熱費は乙の口座から引き落と」されている。したがって、家賃については甲が、また、水道光熱費については乙が、それぞれ業務執行組合員ということになる。さらに、「食費、消耗品費等はそれぞれが必要に応じて立て替えている」が、常務（日常的な簡単な業務）については、各組合員が単独でできる（670条3項）ので、問題は生じない。
（2）組合の業務を執行する組合員については、委任に関する644条ないし650条の規定が準用される（671条**）。
** （委任の規定の準用）
第六百七十一条　第六百四十四条から第六百五十条までの規定は、組合の業務を執行する組合員について準用する。
（3） 立て替えた費用は、通常、組合財産が充てられることになる。したがって、これらの費用は、当該組合に対する立替払い債権であって、相手方に対する立替払い債権ではない***。
*** もっとも、組合財産のみでは充足できないことも起こりうる。そのときには、各組合員はその損失を分配して負担しなければならない。そして、その割合は、特に定めのない場合、出資の割合による（674条）。
（4）本問では、671条が準用する650条1項にもとづいて、組合に対して立替払い債権および「支出の日以降におけるその利息」の請求を行うことになる。
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三、
１．徳男と伯父の関係

持参金については、結納と同視でき、結納に関する判例（大正６･2･28民録23輯２９２頁）によると、「結納は、他日婚姻の成立すべきことを予想し授受する一種の贈与にして婚約が後に至り当事者双方の合意上解除せらるる場合においては当然その効力を失い給付を受けたものはその目的物を相手方に返還すべき義務を負う」。
婚姻不成立＝目的不到達の効果は、「婚姻の予約を解除せられ婚姻の成立すること能わざるに至りたるときは、…究極結納を給付した目的を達すること能わざるがゆえにこの目的の下にその給付を受けたものはこれを自己に保留すべき何ら法律上の原因を欠くものにし、不当利得として給付者に返還すべきである」

贈与契約の目的不達成により、不当利得返還義務が徳男に生じる。

２．徳男と九郎の関係

消費貸借契約は、無方式契約であり、書面がなくても成立する（５８７条）。

徳男が消費貸借契約の存在と九郎の返還がないことを立証すれば、１００万円の返還請求ができる。

３．伯父と九郎の関係

徳男が自ら消費貸借契約に基づく返還請求権を行使しない場合は、徳男が無資力であれば、債権者代位権（４２３条）を行使することによって取り立てることができ、自らの不当利得返還請求権と徳男への返還義務を相殺できる。
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